
井原市賃上げ促進設備導入補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、市内中小企業者における賃上げを行うことができる環境整備の後押し

と積極的な設備投資の促進により、物価高騰の影響を受ける市内中小企業者及び従業員を

支援するため、中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）第５２条第１項の先端

設備等導入計画に基づき先端設備等を導入する市内中小企業者に対し、予算の範囲内にお

いて井原市賃上げ促進設備導入補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、

その交付に関しては、井原市補助金交付規程（昭和３４年井原市規程第１号）に定めるも

ののほか、この要綱に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 中小企業者 中小企業等経営強化法第２条第１項に掲げる者で、日本標準産業分類

（平成２５年総務省告示第４０５号）のうち、大分類に規定する農業、林業、漁業、

医療及び福祉を除くものをいう。ただし、法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表

第１に規定する公共法人、政治団体又は宗教上の組織若しくは団体その他本事業の目

的に適さないと市長が認める者を除く。なお、個人事業主にあっては収入の２分の１

以上が事業に係る収入であるものをいう。 

 (2) 先端設備等 中小企業等経営強化法施行規則（平成１１年通商産業省令第７４号）

第７条第２項に規定する要件に該当することを証する書類（以下「投資計画に関する

確認書」という。）の交付を受けた設備等をいう。ただし、太陽光発電設備を除く。 

 (3) 事業所 中小企業者が自ら行う事業活動の用に供する事務所、営業所（店舗を含

む。）、工場、研究所等の施設（無人施設を除く。）をいう。 

 (4) 従業員 中小企業者が雇用契約に基づき常時使用する者をいう。 

(5) 特定従業員 従業員のうち、導入する先端設備等の使用に直接携わる者をいう。 

 (6) 賃上げ 第４条に規定する補助対象となる先端設備等（以下「補助対象先端設備

等」という。）の導入の日（以下「設備導入日」という。）の属する月から３か月以

内の任意の月と令和６年１２月のいずれか早い月に支払われた特定従業員の基本給を

令和５年１２月から設備導入日の属する月までの任意の月に支払われた基本給と比較

して１．５％以上引き上げることをいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、中小企

業者であって次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(1) 井原商工会議所又は備中西商工会の会員である者 

 (2) 市内に１年以上事業所を有している者 

 (3) 補助対象先端設備等を導入する事業所において使用する従業員が１名以上で、賃上げ

を行う計画（以下「賃上げ計画」という。）を策定し、実行する者 



(4) 市長が認定した先端設備等導入計画に、中小企業等経営強化法施行規則第２５条第

４項の雇用者給与等支給額に関する表明の記載がある者 

(5) 井原市暴力団排除条例（平成２３年井原市条例第２３号）第２条第３号に規定する

暴力団員等市長が不適当と認める者でないこと 

(6) 本補助金の交付を受けたことがない者 

(7) 市税を滞納していない者 

（補助対象先端設備等） 

第４条 補助対象先端設備等は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

 (1) 市内の事業所に導入されるもの 

 (2) 市長が認定した先端設備等導入計画に基づき導入されるもの 

(3) 取得価額が１件１，０００，０００円以上のもの 

(4) リース契約及び割賦販売契約に基づくものでないもの 

２ 前項の規定にかかわらず、他の団体又は他の制度による市からの助成を受けている先端

設備等は、対象外とする。 

（補助対象経費） 

第５条 補助対象経費は、補助対象先端設備等に係る取得価額とする。 

（補助金額） 

第６条 補助金額は、補助対象経費に３分の２を乗じて得た額以内とし、２,０００,０００

円を限度とする。この場合において、１，０００円未満の端数が生じるときは、これを切

り捨てる。 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、井原市賃上げ促

進設備導入補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて、令和６年９月

３０日までに市長に申請しなければならない。 

 (1) 賃上げ計画（様式第２号） 

(2) 先端設備等導入計画及びその認定書の写し 

(3) 投資計画に関する確認書の写し 

(4) 先端設備等及び積算内容が確認できる書類（見積明細書の写し等） 

(5) 市税完納証明書 

(6) その他市長が必要と認める書類 

 （交付決定等） 

第８条 市長は、前条の交付申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認め

るときは、補助金の交付決定を行い、井原市賃上げ促進設備導入補助金交付決定通知書（様

式第３号）により、不交付と決定したときは、井原市賃上げ促進設備導入補助金不交付決

定通知書（様式第４号）により、それぞれ申請者に通知するものとする。 

（変更申請等） 

第９条 前条の規定により交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）が、交付申

請の内容を変更しようとするときは、速やかに井原市賃上げ促進設備導入補助金変更承認



申請書（様式第５号）を、交付申請の内容を中止しようとするときは井原市賃上げ促進設

備導入補助金中止届出書（様式第６号）を市長に提出し、その承認を受けなければならな

い。 

（変更承認及び変更交付決定） 

第１０条 市長は前条の変更内容を承認したときは、井原市賃上げ促進設備導入補助金変更

承認通知書（様式第７号）により補助事業者に通知するものとする。 

２ 市長は前項の承認をする場合において、交付決定額に変更が生じたときは、第６条の規

定にかかわらず、第８条の補助金交付決定通知書の交付決定金額の範囲内において承認す

ることとし、井原市賃上げ促進設備導入補助金変更交付決定通知書（様式第８号）により

補助事業者に通知するものとする。 

３ 前条の中止届出書を市長が受理した場合は、交付決定通知書は効力を失うものとし、井

原市賃上げ促進設備導入補助金不交付決定通知書（様式第４号）を準用し、補助事業者に

通知するものとする。 

（実績報告） 

第１１条 補助事業者は、補助対象設備の導入及び賃上げが完了したときは、速やかに井原

市賃上げ促進設備導入補助金実績報告書（様式第９号）に、次の各号に掲げる書類を添付

し、設備導入日から３か月を経過する月の末日又は令和６年１２月２７日のいずれか早い

日までに市長に提出しなければならない。 

(1) 賃上げ状況報告書（様式第１０号） 

(2) 賃金台帳の写し（特定従業員全員に係る賃上げ前及び賃上げ後分） 

(3) 先端設備等及び積算内容が確認できる書類（請求明細書の写し等） 

(4) 先端設備等の支払を確認できる書類（領収書の写し等） 

(5) 導入した先端設備等の写真 

(6) 誓約書（様式第１１号） 

(7) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補助金額の確定） 

第１２条 市長は、前条の規定による報告を受理したときは、その内容を審査するとともに、

必要に応じ現地調査等を行い、適正であると認めるときは、補助金の額を確定し、井原市

賃上げ促進設備導入補助金額確定通知書（様式第１２号）により補助事業者に通知するも

のとする。 

 （補助金の請求） 

第１３条 補助事業者は、前条の通知を受けたときは、井原市賃上げ促進設備導入補助金請

求書（様式第１３号）を市長に提出しなければならない。 

 （補助金の支払） 

第１４条 市長は、前条の請求書を受理したときは、速やかに補助金を支払うものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１５条 市長は、補助事業者が、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金

の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 



(1) 虚偽の申請その他不正な手段により補助金の交付の決定を受けたとき。 

(2) この要綱の規定に違反したとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が補助金の交付を不適当と認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定による取消しをしたときは、井原市賃上げ促進設備導入補助金交付

決定取消通知書（様式第１４号）により、補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１６条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、既に

補助金が交付されているときは、期限を定めて、交付した補助金の全額又は一部の返還を

命ずるものとする。 

（報告義務） 

第１７条 補助事業者は、令和７年度から３年間、年度ごとの４月末までに事業状況報告書

（様式第１５号）を市長に提出しなければならない。 

（財産処分の制限） 

第１８条 補助事業者は、この補助金の対象とした先端設備等を補助金交付の目的に反して

使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供する場合には、事前に市長の承認を受

けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により承認した当該先端設備等の処分により収入があったときは、

補助事業者に対し、その全部又は一部を市に納付させることができる。 

３ 前２項の規定は、交付の決定及び交付額の確定を受けた年度の終了後から、減価償却資

産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に規定する期間において適

用する。 

（委任） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年１月１５日から施行する。 

（失効） 

２ この要綱は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。 

（失効に伴う経過措置） 

３ 前項の規定による失効前のこの要綱の規定により交付された補助金に係る第１５条から 

第１８条までの規定は、この要綱の失効後も、なおその効力を有する。 

 

 


